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１ はじめに 

国では長期エネルギー需要見通し（エネルギーミックス）において，２０３０年の

電源構成として，再生可能エネルギーを２２～２４％に高め，このうち風力は   

２０１５年比で３倍以上に増やす見通しを示している。また，そのポテンシャルは北

海道・東北などで高いとされている。 

本県では，東日本大震災により甚大な被害を受け，現在，復旧にとどまらない，創

造的な復興を目指した取組を進めている。エネルギー分野では，二酸化炭素の排出削

減に加え，エネルギー供給源の多様化や自立・分散型エネルギーの確保を図るため，

比較的，地理的優位性の高い太陽光発電のほか地域特性を踏まえた再生可能エネルギ

ーの積極的な導入に取り組んでいる。 

今後のさらなる再生可能エネルギーの導入拡大にあたっては，本県においても，未

利用で大規模なエネルギー源であり，かつ，地域経済への波及効果が期待できる，風

力発電の導入を目指していく必要がある。 

そこで，環境省から「風力発電等に係るゾーニング可能性モデル検討事業」の採択

を受け，「みやぎ洋上風力発電等導入研究会」を設置し，平成２８年度から２９年度

の２年間にわたり，様々な活動を行ってきた。本書は，この研究会における活動の成

果に加え，今後の洋上風力発電の導入に向けた課題を踏まえた，若干の提言（考察）

をとりまとめたものである。 

 

 

２ みやぎ洋上風力発電等導入研究会 

（１）設置の背景・目的 

宮城県での風力発電は，陸上では複数のプロジェクトが民間ベースで進められて

いるが，洋上風力発電については，沿岸地域の復興に寄与することが期待される一

方で，海域利用者等との調整に十分な配慮が必要である。 

そこで，県内沿岸地域への風力発電導入の利点や課題について，県内の風況特性

のほか，新たな産業創出や漁業協調などを含めた様々な角度から整理し，関係者間

でそれらの認識の共有化を図りながらその可能性を探ることで，導入に向けた気運

の醸成及び課題解決のための環境整備を図るため，関係行政機関や海域利用者，大

学研究機関などによる「みやぎ洋上風力発電等導入研究会」を設置することとした。 

 

（２）協議事項 

① 沿岸地域への風力発電の導入の可能性や課題の整理 

② 風力発電の導入に向けた調査候補エリアの選定 

③ 県内の風況特性を踏まえた導入モデルの検討 

④ その他，風力発電の導入に向けた気運の醸成及び課題解決のための環境整備に   

関する事項 
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（３）研究会の開催 

① 第１回みやぎ洋上風力発電等導入研究会 

 日時 平成２８年９月９日（金）午後１時３０分から午後４時３０分まで 

 場所 ホテルメトロポリタン仙台 ３階 星雲 

 議題 

１）みやぎ洋上風力発電等導入研究会の設置について 

２）講演「再生可能エネルギー政策の最新動向と風力発電の現状」 

資源エネルギー庁 省エネルギー・新エネルギー部  

新エネルギー課長 松山 泰浩 氏 

３）話題提供・事例紹介 

 「日本における洋上風力発電と将来展望」 

国立大学法人東京大学大学院 工学系研究科社会基盤学専攻  

教授 石原 孟 氏 

 「洋上風力発電と漁業協調」 

一般社団法人海洋産業研究会 主席研究員 研究部長補佐 塩原 泰 氏 

 ホームページＵＲＬ 

http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/saisei/wind-power-generation-1st.html 

 

② 第２回みやぎ洋上風力発電等導入研究会 

 日時 平成２８年１１月２５日（金）午前１０時から午前１１時４５分まで 

 場所 宮城県自治会館 ２０２・２０３会議室 

 議題 

１）報告事項「先進地視察・調査について」 

一般社団法人海洋産業研究会 常務理事 中原 裕幸 氏 

２）議題 

 導入可能性調査エリア選定の進め方について 

 沿岸域導入可能性一次マップについて 

 意見交換 

３）話題提供「洋上風況マップについて」          

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

新エネルギー部 風力・海洋グループ 統括研究員 伊藤 正治 氏 

 ホームページＵＲＬ 

http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/saisei/wind-power-generation-2nd.html 

 

③ 第３回みやぎ洋上風力発電等導入研究会 

 日時 平成２９年３月２４日（金）午前１０時から正午まで 

 場所 ホテルメトロポリタン仙台４階 千代 西 

 議題 

１）導入可能性調査エリアに関する意見照会結果について 

http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/saisei/wind-power-generation-1st.html
http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/saisei/wind-power-generation-2nd.html
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２）導入可能性調査エリア選定について  

３）今後の展開について   

４）その他 

 ホームページＵＲＬ 

http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/saisei/wind-power-generation-3rd.html 

 

④ 第４回みやぎ洋上風力発電等導入研究会 

 日時 平成３０年２月１５日（木）午前１０時３０分から正午まで 

 場所 ホテルＪＡＬシティ仙台 ローズⅠⅡⅢ 

 議題 

１）研究会成果報告 

イ 平成２８，２９年度活動報告について 

ロ 風況観測状況（中間報告）について 

ハ 経済波及効果について 

２）今後の展開について 

３）その他 

 ホームページ：研究会終了後公開予定 

 

（４）先進地視察調査・漁業者との意見交換会 

① 先進地視察調査 

漁業協調の先進事例の把握及び導入イメージの共有を目的として，先進事例調

査・視察を実施した。導入過程における課題やその解決方法，導入後のメリット・

デメリット等についての意見交換を行うとともに，実際に導入された発電施設を

見学することで，洋上風力発電等の具体的な導入イメージを共有したほか，地元

関係者等の理解促進を図った。 

 

 日時  平成２８年１１月１６日（水）から１７日（木） 

 参加者 研究会委員１２名と事業を担当する宮城県職員５名 

 訪問先 長崎県五島市 

 

② 洋上風車と漁業との協調に関する意見交換会 

五島ふくえ漁業協同組合の漁業者等と意見交換を行う場を設け，導入過程にお

ける課題やその解決方法，導入後のメリット・デメリット等について，漁業者同

士による忌憚のない意見交換等により，地元関係者等の理解促進を図った。 

 

 日時  平成２８年１１月１７日（木） 

 場所  長崎県五島市 崎山地区公民館 

 

http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/saisei/wind-power-generation-3rd.html
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（５）洋上風力エネルギーフォーラムの開催 

洋上風力発電等についての理解促進及び普及啓発を図ることを目的として，広く

県民の方々を対象に「洋上風力エネルギーフォーラム」を開催した。 

 

 日時  平成２９年３月２４日（金）午後１時３０分から午後４時 

 場所  ホテルメトロポリタン仙台４階 千代 東南 

 内容  フォーラム及び風力発電関連企業等による展示ブース 

１）講演 

 講演Ⅰ「風力発電関連産業の『総合拠点』を目指して」 

北九州市 港湾空港局  

エネルギー産業拠点化推進担当部長 光武 裕次 氏 

 講演Ⅱ「日本発 大規模洋上風力発電プロジェクト始動」 

株式会社ウィンド・パワー・エナジー 代表取締役  小松崎 衞 氏 

２）県からの情報提供「みやぎ洋上風力発電等導入研究会について」 

３）パネルディスカッション 

テーマ 「宮城県における風力発電の可能性」 

 

○パネリスト 

 国立大学法人東京大学大学院 工学系研究科 社会基盤学専攻  

教授 石原 孟 氏 

 資源エネルギー庁 省エネルギー・新エネルギー部  

新エネルギー課 課長補佐 関 大輔 氏 

 環境省 総合環境政策局 環境影響評価課 課長補佐 井上 直己 氏 

 北九州市 港湾空港局  

エネルギー産業拠点化推進担当部長 光武 裕次 氏 

 株式会社ウィンド・パワー・エナジー  代表取締役 小松崎 衞 氏 

 株式会社日立製作所 電力ビジネスユニット  

新エネルギーソリューション事業部 新エネルギーシステム本部  

チーフプロジェクトマネージャ 松信 隆 氏 

 

   ○コーディネーター 

宮城県環境生活部 再生可能エネルギー室 室長 末永 仁一 

（環境生活部長代理） 

 ホームページＵＲＬ 

http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/saisei/wind-power-generation-forum0324.html 

 

 

 

http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/saisei/wind-power-generation-forum0324.html
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３ 導入可能性調査エリアの選定 

宮城県内沿岸域への風力発電の導入可能性を調査するため，研究会において２箇所

の「導入可能性調査エリア」を選定した。 

 

（１）環境省事業の活用 

県では，平成２８年度から２年間，環境省から「風力発電等に係るゾーニング導

入可能性検討モデル事業」を受託し，陸上も含めた県内全域を対象に，風力発電の

導入促進に向けたゾーニングマップの作成・調査を進めている。 

当研究会は「風力発電等に係るゾーニング導入可能性検討モデル事業」の一環で

実施しており，「導入可能性調査エリア」の抽出や風況観測の実施にあたっては，

当事業を活用している。 

 

（２）導入可能性調査エリアの選定手順 

① 沿岸域導入可能性一次マップの作成 

県内の沿岸域全域を対象に「法的制約条件」，「地形的制約条件」，「社会的制約

条件」，「環境的制約条件」の４条件を設定し，これに該当するさまざまな法制度

や現況等の情報を収集・整理し，地域の絞り込みを行った。 

まず，事業化が難しいと想定される風況の小さい地域を対象から外した上で，

法的に禁止されている地域や居住地域等の現状で大きな制約がかかる地域を対

象から除外し，初期段階における可能性のある地域を絞り込んだ「沿岸域導入可

能性一次マップ」を作成した。 

 

図１ 沿岸域導入可能性マップ作成の概要フロー 

 

 

 

風況マップ 

沿岸域 

導入可能性一次マップ 
居住地域は対象としない 

候補地カタログ 

地上高 70m 年平均風速 

事業性（送電線、土地利用等） 

沿岸域導入可能性二次マップ 

留意事項（鳥類、景観、法規制等） 

法的に許可が必要な地域の情報 

インフラの整備状況 

地形・気候・環境・景観の情報 

まとまって抽出される地域
を候補地として選定 

（沿岸域拡大図） 沿岸域を拡大 

① 

② 

③ 
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② 候補エリアの抽出 

「沿岸域導入可能性一次マップ」に基づき，一定のまとまったエリアを１１箇

所選定し，各々「導入可能性調査候補エリアマップ」及び候補地の特性や課題等

を整理した「候補地カタログ」を作成した。 

 

図２ マップ作成の概要フロー 

 

図３ 導入可能性調査候補エリアマップ（全県） 

 

風況マップ 

沿岸域 

導入可能性一次マップ 
居住地域は対象としない 

候補地カタログ 

地上高 70m 年平均風速 

事業性（送電線、土地利用等） 

沿岸域導入可能性二次マップ 

留意事項（鳥類、景観、法規制等） 

法的に許可が必要な地域の情報 

インフラの整備状況 

地形・気候・環境・景観の情報 

まとまって抽出される地域
を候補地として選定 

（沿岸域拡大図） 沿岸域を拡大 

② 

③ 

① 
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図４ 候補地概要 
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図５・６ 候補地カタログ【０９ 石巻港（石巻市）】 
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図７・８ 候補地カタログ【１１ 亘理・山元沿岸（亘理町・山元町）】 
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③ 「導入可能性調査エリア」選定 

 判断の条件 

１）法的課題の評価 

 法令上，導入困難となる程度の課題・条件の有無 

（自然公園法の特別地域や特別保護地域，鳥獣保護法鳥獣保護区など） 

２）地理的課題の評価 

 設置が不可能となる地形的・物理的な障害の有無 

（標高，水深，最大傾斜角，年間積雪量など） 

３）その他の評価 

 地元関係者や発電事業者の意向 

（１１エリアに対するアンケート調査を実施） 

 選定の方法 

１）法的課題や地理的課題を踏まえた対象ゾーンの絞り込み 

（ゾーニング作業により課題条件の低い地域） 

 １１エリアについて，法令担当窓口への調査やヒアリング等を踏まえ，それ

ぞれのエリア周辺を，以下のフローチャートに基づき，Ａ：法的・地形的に

重大な制約のあるエリア，Ｂ：自然環境等の法令で保全を優先すべきエリア，

Ｃ：自然環境等の法令及び社会的な調整が必要となるエリア，Ｄ：自然環境

等の法令の調整のみが必要となるエリア，Ｅ：社会的な調整が必要となるエ

リア，Ｆ：特段調整の必要が無いと想定されるエリアの６つに整理し，「沿

岸域導入可能性二次マップ」を作成した。

 それぞれのエリアごとに課題条件の低いエリアを絞り込み，「絞り込みゾー

ン」を抽出した。 

 

図９ 沿岸域導入可能性二次マップの作成フロー 
 

法令上の厳しい条件があるため， 
許認可等は困難 

法的・地形的に重大な  

制約のあるエリア  

県全域  

法的・地形的に重大な制約がある YES 

NO 

社会的な調整のみが必要 
となるエリア  

法的制約がある 

YES NO 

YES 

YES 
NO 

特段調整の必要が無いと
想定されるエリア  

NO 

社会的な調整が必要 

自然環境等の法令で  

保全を優先すべきエリア 

法令上の条件はあるが，  
許認可等は可能 

各法令担当窓口に照会・ヒアリング 

YES 

自然環境等の法令の調整
のみが必要となるエリア 

YES 

NO 

Ａ 

Ｂ 

Ｃ 

Ｄ 

Ｅ 

Ｆ 
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２）４つの観点での評価（点数化） 

 １１のエリアについて，４つの観点で評価を点数化し，上位のエリアを選定

した。 

 自然環境の保全 

 事業性の確保 

 地元関係者の意向 

 送電系統インフラ 

 

評価 

区分 
評価の内容 

評価の基準（点数） 

Ａ判定 

（１０点） 

Ｂ判定 

（５点） 

Ｃ判定 

（０点） 

自然環境

の保全 

希少野生鳥類の存在や国立・国定公園

の区域内の有無など，重要な自然環境の

保全の必要性の観点で評価を行う。 

課題がな 

い又は少 

数ある 

課題があ 

る 

課題が多 

数ある 

事業性の

確保 

 風況の良さや，海底地質，拠点港との

位置関係など，事業採算性の観点で評価

を行う。 

事業性確 

保が可能 

良い面・ 

悪い面あ 

り 

事業性確 

保は困難 

地元関係

者の意向 

地元市町や漁業協同組合，その他，関

係機関における意向の観点で評価を行

う。 

理解が得 

られやす 

い 

関係者に 

より様々 

理解が得 

られにく 

い 

送電系統

インフラ 

現時点における送電系統の空き容量

や接続先の系統への距離の観点で評価

を行う。 

系統の空 

き容量が 

多くある 

系統の空 

き容量は 

ある 

系統の空 

き容量が 

ない 

 

図１０ 評価区分，内容，基準 
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図１１ みやぎ洋上風力発電等導入研究会にかかる導入可能性調査エリア選定に係る評価表 

（注）評価表に掲載されている情報は，第３回研究会（平成２８年度）時点の内容。 
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④ 「導入可能性調査エリア」決定 

法的・地理的課題並びに地元関係者及び発電事業者の意向等を踏まえ以下の２

エリアを「導入可能性調査エリア」として選定した。 

 「１１亘理・山元沿岸エリア」中の山元町内沿岸 

 「０９石巻港エリア」中の港湾区域内 

       

図１２ １１亘理・山元沿岸エリア    図１３ ０９石巻港エリア 

 

４ 導入可能性調査エリアでの導入の方向性 

（１）風況観測 

研究会において選定された２箇所の導入可能性調査エリア（山元沿岸エリア，石

巻港エリア）において，事業計画策定時の基礎データとして活用できるよう，平成 

２９年９月から１年間の風況観測調査を実施している。 

【観測地点】 

（イ）山元町（緯度経度：37°55'14"N, 140°55'13E） 

 （ロ）石巻港（緯度経度：38°24'20"N, 141°17'34"E） 
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【観測状況】 

（イ）山元町             （ロ）石巻港 

 
 

（２）経済波及効果 

今後の事業展開の参考とするため，２箇所の導入可能性調査エリア（山元沿岸エ

リア，石巻港エリア）において，相当規模の風力発電設備が導入された場合の県内

経済への波及効果を調査した。 

  ※端数処理の関係により，直接・一次波及・二次波及の合計（総合波及）は，一致しない場合がある。 

 
［参考］用語解説 

 ○県内自給率 ：県内で発生した需要に対して県内で賄われた割合 

 ○直接効果  ：新たに発生した消費や投資によって，その需要を満たす産業部門に直接的 

         に生産が誘発される効果 

 ○一次波及効果：直接効果に伴う原材料等の購入（投入）によって，生産が誘発される効果 

○二次波及効果：直接効果と第１次波及効果によって発生した雇用者所得が消費として支出 

され，新たな需要となって生産が誘発される効果 

 

（３）導入の方向性 

県では，現在，２箇所の導入可能性調査エリア（山元沿岸エリア，石巻港エリア）

において，具体的な事業化に関する意向を踏まえ，事業誘致のための諸条件を整理

するため，発電事業者等への意見照会・ヒアリングを実施している。それをもとに，

事業性の評価や事業展開について総合的に判断した上で，事業エリア（海域等）の

関係者と協議会等を組織し，具体的条件等について検討し，発電事業者の公募を行

うことを想定している。  

※NeoWins（洋上風況マップ）http://app10.infoc.nedo.go.jp/Nedo_Webgis/top.html 



 15  

 

５ おわりに（成果，課題，提言） 

（１）洋上風力発電等に関する理解促進 

   本研究会は，平成２８年９月の設置から，これまで４回開催し，県内沿岸域への

風力発電導入の利点や課題について，関係行政機関や海域利用者，大学研究機関な

どの委員と議論・検討したほか，一般県民向けに洋上風力エネルギーフォーラムを

開催することで，傍聴人，参加者含め，研究会・フォーラム合わせてのべ５６８人

の参加をいただき，これまで全く話のなかった県内での洋上風力発電について，多

くの人の理解を高めることができ，大きな一歩を踏み出すことができた。 

今後は，平成３０年４月以降に設置予定の地域協議会において，洋上風力発電等を

活用した地域振興策を具体的に協議し，地元自治体及び関係者の意向を反映させ，引

き続き，理解促進を図りながら，地域に根ざした洋上風力発電等を導入する。 

 

（２）洋上風力発電等導入のための合意形成 

洋上風力発電の導入について検討する際，地域における合意形成，特に海域の先

行利用者である漁業関係者との調整が非常に重要であり，発電事業者と漁業関係者

が相互に利益を得ることのできる漁業協調型の事業を検討する必要がある。 

そのためには，事業者側は計画の早い段階から関係者に対し丁寧な説明を行い，

地域側は海域の多目的利用や再生可能エネルギーの普及といった視点を持ち検討

を行うというような，関係者が互いを尊重する姿勢が求められる。 

また，一般的に地域における合意形成は事業者が中心となり進められるものであ

るが，円滑に合意形成がなされるためには，海域利用者をはじめとする様々な関係

者により近い存在である自治体が協力し，共に調整を行っていくことが望ましい。 

本研究会では，本報告書「３ 導入可能性調査エリアの選定」で述べたように，

「自然環境の保全」，「事業性の確保」，「地元関係者の意向」，「送電系統インフラ」

の４つの観点から評価を行い，調査エリアの選定を行った。今回，様々な利害関係

者がある中での洋上風力の場所選定について，地元関係者の意向を考慮しつつ，

≪第１回研究会≫ 

●東京大学大学院工学系研究科 石原教授（話題提供） 

・ 漁業との共存が最も重要なテーマだが，それだけではなく，地元の方にプロジェ

クトに協力していただくための取組み，１０年後，２０年後を見据えて次世代の若

い方に理解していただくような取組みも必要。 

・ 今，宮城県に風力発電がないからといって適していないということではない。日

本の風力は将来的には２０％を目指しており，その実現のため寄与できるよう，宮

城県の風力の発展に非常に期待している。 

≪洋上風力エネルギーフォーラム≫ 

●北九州市港湾空港局 光武部長（講演） 

洋上風力導入により，産業や観光など，地域のさまざまなものへの波及効果が期

待できる。港湾区域の企業立地状況を把握し，企業集積を一歩ずつ実施することで，

地域活性化に繋げられる。環境教育の部分でも大きく地域振興，連携などに役立つ。 

●アンケートから（県内企業） 

  関係者のみで閉じてしまいそうな話題を広く一般に公開してフォーラムを開催す

ることで，県民全体に理解が深まると思った。 
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様々な視点から総合的にエリアの選定を行うという洋上風力の合意形成手法を確

立できた。 

 

（３）事業化に向けた支援策 

     本研究会では，環境省の委託事業「風力発電等に係るゾーニング導入可能性検討

モデル事業」を活用しながら，県内沿岸地域１１ヶ所の中から，各種法的・地理的・

社会的規制条件等を調査・考慮して県が作成した導入可能性調査候補地カタログを

関係者にお示しすることで，導入可能性調査エリア２ヶ所（石巻港・山元沿岸地域）

を選定した。 

   また，研究会では，導入可能性調査エリアとして選定された石巻港・山元沿岸地

域２ヶ所に洋上風力発電設備等を導入した場合の経済波及効果を調査した結果，県

内総生産額７４億円，新規雇用創出(サービス業含む)４１６人，税収効果年間１，

５００万円程度等，高い波及効果を期待できることが分かった。 

導入可能性調査候補地カタログ，各種規制条件等の基礎データ，経済波及効果，

及び選定された導入可能性調査エリア２ヶ所の風況観測データ（平成２９年９月～

平成３０年９月）については，県ホームページ等で，関係者に情報提供することと

している。  

今後も，県では，情報を整理し，関係者にお示しするとともに，地域協議会を設

立し，県自らが事業化に向けた地域課題の解決に向けた調査・情報提供を率先して

行うなど，洋上風力発電等の事業化に向けた支援を継続して実施していく。 

≪洋上風力エネルギーフォーラム≫ 

●アンケートから（県外企業） 

  県が主導的役割を果たしてゾーニング，さらにアセス支援などを着実に進めていた

だきたい。 

●アンケートから（県内企業） 

  県内企業の育成，成長に資する施策，補助金等の創出を県に期待したい。 

≪導入可能性調査候補エリアに関する意見照会（平成２８年１２月実施）≫ 

●研究会委員から（金融機関） 

事業性評価や環境アセスメント等と平行して各地の水産関連事業者との意見調

整を進める等，主幹産業のひとつである本県水産業に影響の無い範囲で慎重に導入

を検討すべきであるものと思料する。 

≪第３回研究会≫ 

●研究会委員から（事業者団体） 

  風力発電というのは，一般的には多くの支持を得られるが，自分のそばとなると

様々な意見が出てくる。なるべく早い段階から丁寧に多くの情報を率直にお伝え

し，地域の理解を得ていくのが全員のためになる。地域協議会を早めに立ち上げ，

利害関係者の理解を得ながら進めて欲しい。 

≪洋上風力エネルギーフォーラム≫ 

●環境省 環境影響評価課 井上課長補佐（パネルディスカッション） 

・ 風力発電所を設置する場合，環境紛争によって計画が進まない例がある。これを

解決するためには，早い段階で地元関係者に説明するプロセスが大事である。 

・ 関係者との調整を丁寧にかつスピーディーに行うのはなかなか難しいところ。 

地方公共団体の役割が非常に大きいと考えている。 
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（４）系統連系 

導入可能性調査エリア選定の際の評価項目の一つである送電系統インフラに関

し，現状では，沿岸部の発電適地における送電網が脆弱であり，特に気仙沼市を含

む北東北エリアにおいては系統の空き容量がゼロとなっている。また，東北電力管

内では，風力発電の無制限・無補償での出力制御が適用されるなど，発電事業者の

投資回収見通しが著しく不透明となり，市場参入意欲の減退が強く懸念される状況

に至っているため，発電事業者が積極的に市場参入できるよう早期の環境整備が必

要である。 

従って，沿岸域への風力発電の導入促進に向け，①発電適地において，事業者に

過度の費用負担が生じない形での送電設備の強化及び電力供給の複線化等の系統

増強等対策を早期に講じること，②地域間連系機能の強化等による系統安定化対策

を着実に講じ，出力制御の可能性を低減すること，併せて，③系統増強が措置され

るまでの間においても，既存系統を最大限活用し，一定の条件下で系統への接続を

認める仕組みを早期に構築することなどについて，国等に要望を続けていく。 

 

（５）一般海域のルール化 

港湾における洋上風力発電の導入については，2016年5月港湾法の改正により，

港湾区域における占用公募制度が創設された。 

一方，一般海域の利用に関しては，現状，地方自治体が制定する条例では長期の

占用権が得られない，先行利用者の特定が難しく調整のルールも明確でないため海

域の選定と合意形成が困難，環境アセスメントなど現行の規制・制度が事業者の過

度な負担となっている，といった課題があげられる。 

   こうしたなか，今通常国会において，内閣府による海域利用についての統一的ル

ールに関する法案化の動きがあり，これは，政府が基本方針を策定した上で，経済

産業省と国土交通省が地元の意向を踏まえて利用を促進する区域を指定，事業者を

公募・選定し長期的に海域を利用可能にするというもの。 

   本研究会では，沿岸地域における導入可能性調査エリアを選定し，事業を検討し

ているが，将来的に，一般海域における導入に向けた環境が整った際には，この制

度が活用出来るものとして，期待している。  

≪第１回研究会≫ 

●資源エネルギー庁 新エネルギー課 松山課長（講演） 

・ 再生可能エネルギーは，山の中，海の中など，今までの発電所とは全然違うところ

に線を引いてこなければいけない。導入が進んでいるヨーロッパでは，電力系統の仕

組み，運用ルールを変えて今に至っており，日本も電力システム改革をようやく実現

し，発送電の分離を実現しようとしている。 

・ 国では，電力会社の協力を得て，より円滑に進むような改善，ルールの改定を進め

てきており，洋上風力の推進のためにも進めていきたい。 
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（６）漁業協調 

 洋上風力発電の導入を検討する際，地域における合意形成，海域の先行利用者と

の利用調整が必要となるが，全国屈指の水産県である宮城県では，とりわけ漁業関

係者との協議並びに合意形成は不可欠であり，発電事業者も漁業関係者も相互に利

益を得ることのできる漁業協調型の事業とすることが望ましい。 

 また，海域の自然条件は地域ごとに異なり，風車の構造や設置形態なども異なっ

てくること，さらに各地域において行われている漁業の形態も異なる。 

 このため，計画のはじめの段階から情報を開示して先行海域利用者たる漁業者の

意見も取り入れるなど，透明性を常に確保し，関係者がひとつのテーブルについて

協議を進め，合意形成を図りながら，地域の実態に即した協調メニューを関係者間

で協議・検討することが必要である。 

   本研究会では，委員である漁業関係者を中心としたメンバーによる先進事例調査

を実施し，実際に導入された発電施設を見学して具体的な導入イメージを共有する

とともに，漁業との共存がうまく図られている先進地域の自治体や漁協との意見交

換の場を設け，導入過程における課題及び解決方法，導入後のメリット・デメリッ

トなどをテーマに，意見交換を通じた理解促進の取組みも実施した。 

   今後，展開を予定している地域協議会においてもこうしたことは重要であり，引

き続き取り組んでいく。 

 

≪第１回研究会≫ 

●一般社団法人海洋産業研究会 塩原主席研究員（話題提供） 

  基本的な考え方は，「漁業補償から漁業協調へ」。海面を全部潰してしまうわけで

はないので，漁業者と共同でうまく使うというのが目指すところ。なるべく広く呼

びかけ，地域全体への，透明性を確保した合意形成が必要であり，発電事業者側は

漁業権に関する正しい知識を持ち海域の先行利用者に十分敬意をもち調整を行う，

漁業者側は海域の多目的・総合利用の観点から，再エネ普及の意義を御理解いただ

き，持続的な漁業の発展に結び付けていきたい。 

≪先進地事例調査≫ 

●長崎県五島市から（意見交換会） 

漁業者等との協議は，丁寧に説明を繰り返して御理解を得ることが重要なのはも

ちろん，ウィンウィンの関係で風車も建ち電力も得られると同時に地元の漁業も振

興していく，漁業に影響のない海域を選びながら両立を図っていくことが必要。 

●参加者から（漁業関係者） 

  洋上風力発電事業の実施のためには，課題の解決及び漁業者との調整が必要不可

欠であることから，各委員の専門的な意見を聴取し，解決に向かうよう進行してい

ただきたい。 

≪第３回研究会≫ 

●研究会委員から（漁業関係者） 

宮城県は水産県であり，風況の良い沖合いはメインの漁場になっている。漁業者

とのトラブルのない場所を選んでほしい。 

●研究会委員から（漁業関係者） 

  鳥，環境，様々な課題があるが，我々としては船舶の安全，安心を視野に，検討

してほしい。 
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（７）低風速地域への風力発電の導入に向けた技術開発 

我が国では，２０３０年のいわゆる「エネルギーミックス」を着実に達成するた

め，将来的に再生可能エネルギーがコスト競争力のある主力電源となるよう，その

大量導入に向けた検討が進められている。 

なかでも，洋上風力はポテンシャルの高いエネルギー種として注目されており，

大量導入に向けて，海域利用ルールの整備等を制度的に進めることや，入札制度の

導入によりコスト低減を図ることなどが必要とされている。 

一方，陸上風力については風況の良い地域から導入が進み，適地が減少してきて

いる。風力発電の先進国である欧米などでは，タワーの高高度化等により低風速で

も高発電量が確保できる風車の開発が進み，低風速地域でのマーケットが拡大して

おり，我が国においても，今後，低風速地域への展開が期待されている。 

現在，本研究会では，県内２箇所の導入可能性調査エリアで風況観測を実施してい

るが，宮城県の風況は，北海道や東北地方の日本海側に比べ，やや劣ることから，本

県への風力発電の導入を進めるためには，低風速地域に対応できる風車等の技術開発

を併せて行っていくことが有効と思われる。 

本県の取組みが，全国の多くの低風速地域におけるモデルケースになるものと考え

られ，これにより風力発電の開発適地の拡大に繋がるものと期待している。 

 

≪第４回研究会≫ 

●東京大学大学院工学系研究科 石原教授 

・ 国では再生可能エネルギーの大量導入に関する審議が行われており，コスト削減

のみならず，立地拡大，さらに言うと低風速地域における風力の展開が不可欠だと

認識されている。宮城県の取組みは，まさしく立地拡大に貢献できる，あるいは先

進的なモデルを確立していただける活動ではないかと思っている。 

・ 宮城県の沿岸を含めた洋上風力を開発するにあたって，技術開発が必要ではない

かと考えている。宮城県は風況が非常に良い地域というわけではない。こういうと

ころできちんと風力を開発出来れば，これをモデルケースとして将来的に日本の他

の地域にも展開できると思っている。国と県で一緒に大型風車あるいは高高度のタ

ワーによるモデル事業が展開できればと期待している。 
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みやぎ洋上風力発電等導入研究会の設置及び運営に関する要綱 

 

（設置目的） 

第１ 県内沿岸地域への風力発電導入の利点や課題について，県内の風況特性のほか，

新たな産業創出や漁業協調などを含めた様々な角度から整理し，関係者間でそれ

らの認識の共有化を図りながらその可能性を探ることで，導入に向けた気運の醸

成及び課題解決のための環境整備を図るため，関係行政機関や海域利用者，大学

研究機関などによる「みやぎ洋上風力発電等導入研究会」を設置する。 

 

（協議事項） 

第２ 研究会は，次に掲げる事項について協議する。 

 （１）沿岸地域への風力発電の導入の可能性や課題の整理 

 （２）風力発電の導入に向けた調査候補エリアの選定 

 （３）県内の風況特性を踏まえた導入モデルの検討 

 （４）その他，風力発電の導入に向けた気運の醸成及び課題解決のための環境整備    

に関する事項 

 

（組織） 

第３ 研究会は別表に掲げる団体で構成する。 

 

（座長及び座長代理） 

第４ 研究会に座長及び座長代理を置く。 

２ 座長は，宮城県環境生活部長をもって充てる。 

３ 座長代理は，座長の指名による。 

４ 座長は，研究会を総括する。 

５ 座長代理は，座長を補佐し，座長が不在のときは，その職務を代理する。 

 

（会合） 

第５ 研究会の会合は，座長が必要に応じて招集する。 

２ 研究会において，必要があると認めたときには，その会合に構成団体以外の者の 

出席を求め，意見を聞くことができる。 

 

（会合の公開） 

第６ 研究会の会合は，原則公開とする。 

 

（事務局） 

第７ 研究会の事務局は，宮城県環境生活部再生可能エネルギー室が担う。 

 

（その他） 

第８ この要綱に定めるものの他，研究会の運営に関し必要な事項は，座長が研究会   

に諮って定める。 

 

   附 則 

この要綱は，平成２８年９月９日から施行する。



（別表）

分類

１

２

３

４

５

６

７

８

９

１０

１１

１２

１３

１４

１５

１６

１７ 電気事業者

１８

１９

２０

２１ 市町村

２２ 県

構成団体

国

東北経済産業局　資源エネルギー環境部

環境省東北地方環境事務所

東北地方整備局　港湾空港部

宮城海上保安部

仙台管区気象台　気象防災部

関係団体

宮城県漁業協同組合

宮城県沖合底びき網漁業協同組合

宮城県近海底曵網漁業協同組合

仙台湾水先区水先人会

一般社団法人日本風力発電協会

一般社団法人海洋産業研究会

一般社団法人東北経済連合会

環境生活部、農林水産部、土木部

大学・
研究機関

国立大学法人東京大学大学院工学系研究科

国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

国立研究開発法人水産研究・教育機構　東北区水産研究所

一般社団法人東北地域環境計画研究会（東北鳥類研究所）

東北電力株式会社　宮城支店

金融機関

株式会社日本政策投資銀行 東北支店 東北復興・成長サポート室

株式会社三井住友銀行 東北法人営業部

株式会社七十七銀行 地域開発部

仙台市、石巻市、塩竈市、気仙沼市、名取市、多賀城市、岩沼市、東松島市、
亘理町、山元町、松島町、七ヶ浜町、利府町、女川町、南三陸町



みやぎ洋上風力発電等導入研究会 委員名簿（敬称略） 

（１）研究会委員 

 

 

 

 

所属 役職 氏名 年度

部長 中　村　　　仁 H28,H29

部長 瀧　川　利　美 H29

２ 環境省 東北地方環境事務所 次長 常　冨　　　豊 H28,H29

３ 国土交通省 東北地方整備局 港湾空港部 部長 中　島　　　洋 H28,H29

４ 海上保安庁 宮城海上保安部 部長 岩　渕　　　洋 H28,H29

５ 気象庁 仙台管区気象台　気象防災部 部長 藤　田　　　司 H28,H29

代表理事理事長 小　野　喜　夫 H28,H29

代表理事理事長 小　野　秀　悦 H29

７ 宮城県沖合底びき網漁業協同組合 代表理事組合長 鈴　木　廣　志 H28,H29

８ 宮城県近海底曵網漁業協同組合 代表理事組合長 菅　野　静　春 H28,H29

９ 仙台湾水先区水先人会 会長 阿　部　直　行 H28,H29

１０ 一般社団法人日本風力発電協会 専務理事 中　村　成　人 H28,H29

１１ 一般社団法人海洋産業研究会 主席研究員 研究部長補佐 塩　原　　　泰 H28,H29

１２ 一般社団法人東北経済連合会 常務理事事務局長 齋　藤　幹　治 H28,H29

１３ 国立大学法人東京大学 大学院 工学系研究科 教授＜座長代理＞ 石　原　　　孟 H28,H29

１４
国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構
新エネルギー部 風力・海洋グループ

統括調査員 伊　藤　正　治 H28,H29

所長 秋　山　秀　樹 H28

所長 板　倉　　　茂 H29

１６ 一般社団法人東北地域環境計画研究会（東北鳥類研究所） 会長（所長） 由　井　正　敏 H28,H29

１７ 東北電力株式会社 宮城支店 支店長 大　森　　　聡 H28,H29

１８
株式会社日本政策投資銀行 東北支店
東北復興・成長サポート室

室長 金　内　雅　人 H28,H29

１９ 株式会社三井住友銀行 東北法人営業部 部長 高　橋　恒　歩 H28,H29

２０ 株式会社七十七銀行 地域開発部 部長 遠　藤　禎　弘 H28,H29

１ 経済産業省 東北経済産業局 資源エネルギー環境部

６ 宮城県漁業協同組合

１５
国立研究開発法人水産研究・教育機構
東北区水産研究所



 

 

 

 

所属 役職 氏名 年度

２１ 仙台市 まちづくり政策局 防災環境都市推進室 エネルギー政策担当課長 加　藤　博　之 H28,H29

２２ 石巻市 生活環境部 環境課 課長 阿　部　浩　樹 H28,H29

課長 菊　池　有　司 H28

部次長兼課長 木　村　雅　之 H29

２４ 気仙沼市 市民生活部 環境課 部次長兼課長 小野寺　知 幸 H28,H29

２５ 名取市 生活経済部 クリーン対策課 課長 渡　辺　良　一 H28,H29

部次長兼課長 松　岡　秀　樹 H28

部次長兼課長 佐　藤　利　夫 H28,H29

課長 白　石　和　幸 H28

課長 桂　島　和　浩 H29

課長 髙　橋　宗　也 H28

課長 八　木　繁　一 H29

課長 南　條　守　一 H28

課長 山　田　勝　徳 H29

３０ 山元町 町民生活課 課長 大和田　紀　子 H28,H29

課長 千　葉　繁　雄 H28

課長 小　松　良　一 H29

３２ 七ヶ浜町 環境生活課 課長 大　内　武　男 H28,H29

課長 村　田　政　文 H28

課長 櫻　井　浩　明 H29

３４ 女川町 企画課 課長 佐　藤　雅　裕 H28,H29

課長 小　山　雅　彦 H28

課長 佐　藤　和　則 H29

部長＜座長＞ 佐　野　好　昭 H28

部長＜座長＞ 後　藤　康　宏 H29

次長 宮　川　耕　一 H28

次長 小　林　徳　光 H29

次長 櫻　井　雅　之 H28

次長 平　塚　　　智 H29

２３ 塩竈市 産業環境部 環境課

２６ 多賀城市 市民経済部 生活環境課

２７ 岩沼市 市民経済部 生活環境課

２８ 東松島市 復興政策部 復興政策課

２９ 亘理町 町民生活課

３１ 松島町 企画調整課

３３ 利府町 生活安全課

３５ 南三陸町 環境対策課

３６ 宮城県 環境生活部

３７ 宮城県 農林水産部

３８ 宮城県 土木部



 

 

 

（２）オブザーバー参加者 

 

所属 役職 氏名 参加研究会

課長 松　山　泰　浩 第１回

係長 菅　　　伸　生 第２回

課長補佐 関　　　大　輔 第３回

係長 酒　井　啓　範 第４回

課長 佐々木　　　宏 第１回

課長補佐 齋　木　良　之 第２回，第３回

環境省 総合環境政策局 環境影響評価課 課長補佐 井　上　直　己 第３回

環境省 大臣官房 環境影響評価課 係長 久保井　　喬 第４回

４ 国立大学法人東北大学 大学院 環境科学研究科 准教授 村　田　　　功 第１回～第４回

３

１
経済産業省 資源エネルギー庁
省エネルギー・新エネルギー部 新エネルギー課

２ 国土交通省 港湾局 海洋・環境課


